
当社は、長期ビジョンで「世界の非鉄リーダー」を目指しています。
この実現に向けて2025年度から「中期経営計画2027」を推進しています。
また、長期ビジョンの達成に向けて取り組むべき重要課題を定め、
それぞれの課題に対し「2030年のありたい姿」を設定。
これらを通じて、持続可能な社会実現への貢献と企業価値の向上に
取り組んでいます。
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社会の期待と信頼に応えられる
「世界の非鉄リーダー」を目指す
「ものづくり力」を軸に収益力を高め、
中長期的な成長に向けた基盤づくりを進めます

代表取締役社長
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トップメッセージ

長期ビジョン：「世界の非鉄リーダー」を目指す

海外非鉄メジャーと協調関係を築き、 
社会に欠かせない 
非鉄金属の安定供給を実現

　当社グループが掲げる「世界の非鉄リーダー」という長
期ビジョンは、単に生産量や収益を大きくするだけでは
実現できません。グローバルに存在感を発揮し、卓越した
技術や独自のビジネスモデルを磨き、安定した利益をあげ
ること、さらには社会課題にも真摯に向き合う姿勢が求め
られ、いきいきと働く従業員によって、これらが実現されます。
この長期ビジョンは、時代や環境が変化しても、変わること
なく私たちが目指し続ける姿です。
　私たちには銅やニッケルといった社会に不可欠な非鉄金
属を安定的に供給する使命があります。しかし、世界では
鉱山開発の難易度は高まる一方で、資源獲得競争は激化
しています。こうした状況下で安定供給を維持するには、海
外の非鉄メジャーからビジネスパートナーとして信頼され、
グローバルに協調して資源を獲得していくことが必要です。

当社グループが長年彼らから信頼されてきた背景には、
住友の事業精神に基づく事業運営の姿勢と、永い歴史で
培われた金属に関する高度な知見と技術があります。こう
した信頼の積み重ねが、当社グループの大きな強みです。
　このビジョンの根底には、ものづくり企業としての使命
と社会的責任があります。「世界の非鉄リーダー」を目指
すことは、当社グループの成長だけでなく、社会の発展や
人々の暮らしに貢献するための確かな道筋であると考え
ています。

長期ビジョンの実現に向けた重要課題を見直し

6つに集約した重要課題への 
取り組みを通じて社会的要請に応えていく

　当社グループでは、2020年3月、長期ビジョンの達成に
向けて取り組むべき重要課題（マテリアリティ）を定め、そ
れぞれの課題について「2030年のありたい姿」と、その実現
度合いを測定するKPIを設定・公表しました。
　それからの数年間で社会生活や社会環境は大きく変化

し、企業に持続可能な社会づくりへの貢献を求める声が
世界規模で高まり続けています。こうした社会からの期待
や要請を踏まえ、重要課題を11項目から6項目に集約する
とともに、「2030年のありたい姿」やKPIを見直し、2025年
3月に公表しました。 P.35

　なかでも軸となるのが、資源の安定確保と有効活用によ
る「非鉄金属の安定供給とサーキュラーエコノミーへの貢献」
と、世界的な課題である温暖化に対応するための「カーボ
ンニュートラル社会への貢献」の2項目であり、これらは当
社グループが社会に提供できる価値を示したものといえ
るでしょう。これらに続く「地球環境保全」「人的資本経営」
「地域社会との共存共栄」「サプライチェーンマネジメント」
の4項目は、前述2項目の実現に向けた取り組みを推進する
うえでの基盤となるものです。特に「人的資本経営」は、す
べての基盤であり、人材の確保・育成・活用の推進にこれま
で以上に力を入れていきます。これらの課題にグループ一
丸となって注力することで、社会からの期待と要請にお応
えしていく所存です。

「世界の非鉄リーダー」を目指す意義は何か？

社会の要請に応え、非鉄金属の安定供給という責務を果たす

Q.1
A.1
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トップメッセージ

「21中計」から「中計27」へ

足元の課題克服と並行し、 
長期的な目線で企業価値の向上に取り組む

　2021年中期経営計画（21中計：2022～2024年度）では、
主要戦略として「1．企業価値拡大―大型プロジェクトの推
進」「2．コアビジネスの持続可能性向上」「3．社会環境変化
への適応」「4．経営基盤強化」という「4つの挑戦」を掲げま
した。
　私は計画の最終年度にあたる2024年6月に代表取締役
社長に就任し、まさに総仕上げのつもりで取り組んできま
した。やるべきことはやりきったという手応えはあるものの、
結果としては決して満足のいくものではありませんでした。
特に経営基盤である安全成績が目標未達に終わり、業績面
では電池材料事業やフィリピンの製錬子会社コーラルベイ
ニッケル（CBNC）の減損が響いて前期比で大幅減益となり
ました。世界経済・当社事業環境ともにかつてないほど大
きな変化が起きており、足元の当社グループの稼ぐ力は低
下し収益基盤が大きく揺らいでいると認識しています。

　21中計の3カ年における成果と課題を踏まえて新たにス
タートした中期経営計画2027（中計27：2025～2027年度）
のテーマは「事業環境変化への対処」と「次の成長への準備」
です。
　足元の “向かい風”ともいえる厳しい事業環境は、中計

27期間を通して続くものと想定しています。そういった中で、
まずは21中計で手掛けた資源事業の大型プロジェクトを
早期に戦力化して、しっかりと地盤固めを行います。供給
過多で価格の上値が重いニッケルの製錬については、日向
製錬所でのニッケルマット生産や硫黄の自社内リサイクル

新たにスタートする中期経営計画2027のねらいは？ 

厳しい環境下で収益力を高め、持続的な成長と企業価値向上を実現していく

Q.2
A.2

21中計「4つの挑戦」

企業価値拡大―
大型プロジェクトの推進

●  電池材料（正極材）生産能力増強
●  ケブラダ・ブランカ2プロジェクト
●  コテ金開発プロジェクト
●  ポマラプロジェクト［検討中止］

挑戦

1

社会環境変化への適応

●  GHG（温室効果ガス）排出量削減
●  カーボンニュートラルに貢献する製品・新技術・プロセスの開発推進
●  デジタル・トランスフォーメーション（DX）への対応
●  人材確保・育成・活用への取り組み

挑戦

3

コアビジネスの持続可能性向上

●  3事業連携（ニッケルー電池）のバリューチェーン強化
●  菱刈鉱山のサステナビリティ重視の操業への転換
●  銅製錬事業の競争力強化
●  機能性材料事業の拡大戦略

挑戦

2

経営基盤強化

●  安全への取り組みの強化
●  サステナビリティ施策の推進加速
●  コーポレートガバナンス

挑戦

4
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トップメッセージ

体制構築など、必要な技術開発とともに構造改革を推進
し総合力を向上させます。銅製錬では、歴史的低水準にあ
る足元のTC/RC下でも、生産効率に優れ高いコスト競争
力を持つ東予工場でフル生産を継続することがベストな
選択であり、安定供給を続けます。材料事業で特に重視し
ているのは電池材料事業の再構築です。顧客ニーズの変
化により正極材の品種転換が進む中、当社グループの強み
が活きる分野で高品質な正極材づくりを行っていきます。
　足元の当社グループは強い“向かい風”の中にありますが、
供給過多の状態はやがて調整が進み、TC/RCも正常な
水準まで回復すると見ています。カーボンニュートラルや

xEV化、水素社会、AI化といった社会の変化を背景に、当社
グループが手掛ける非鉄金属や高機能材料の活躍の場は
今後ますます広がっていくでしょう。こうした将来を見越し、
中計27では次の成長の準備にも積極的に取り組んでいき
ます。
　例えば、JVパートナーとオーストラリアで進めているウィ
ヌ銅・金プロジェクトやカルグーリーニッケルプロジェクト、
当社が国内に建設中（2026年完成予定）のリチウムイオ
ン二次電池リサイクルプラント、パワー半導体向けで高性
能・低コストを両立できる貼り合わせSiC基板「SiCkrest®」、
遮熱や光熱変換など多様な用途での使用、特に気候変動

への対応に期待される近赤外線吸収材料「SOLAMENT ®」
など、長期ビジョン実現に向けた挑戦を続けていきます。

シン・3事業連携のビジネスモデル  

製錬事業を軸に3事業が連携して 
持続可能なサプライチェーンを構築し、 
サーキュラーエコノミーや 
カーボンニュートラル社会の実現に貢献

　当社グループのビジネスモデルの特長は、「資源」「製錬」「材
料」の3事業が連携している点にありますが、これまでは、ニッ
ケル鉱石の確保から電池材料生産まで、一貫した自社内で
のニッケルサプライチェーンをモデルケースとしてご説明し
てきました。これはどちらかといえば、一方向的なサプライ
チェーンの流れを主軸に据えており、モノを加工し、製品に
してお客様に供給するという流れを中心に、その幹を太らせ
ようというものでした。しかし、昨今の循環型社会への要請
の高まりを受け、今後はリサイクルも含めて当社グループの
プロセスの中で循環させながら事業を展開する必要性が増
していきます。ビジネスモデル自体は変わりませんが、従来の
「幹を太らせる」だけでなく、循環型の発想を織り込むことで、

3事業連携の意味合いも進化し、新しいものになっています。
シン・3事業連携のビジネスモデルの「シン」には、新しいだけ
ではなく、進化、深化、真価、信頼など様々な意味が込められ
ているのです。限りある資源の有効活用は、資源事業の永
続性に寄与するものであり、サーキュラーエコノミーへの貢
献は当社グループの重要な使命だと考えています。 P.15

中計27 エグゼクティブ・サマリー

長期ビジョン「世界の非鉄リーダー」実現に向けた正念場
「ものづくり力」を高めて収益力を取り戻し、企業価値を持続的に向上していく基盤を再構築

足元の課題克服と並行し、長期的な目線で企業価値の向上に取り組む

中計27期間（2025～2027年度）の
事業環境は「強い向かい風」

●  インドネシアにおけるニッケル生産量の増加により、供給過多が長期間継続
●  銅精鉱の供給不足と銅製錬所の新規稼働による買鉱条件（TC/RC）の低迷
●  電池材料事業の環境激変

中長期的な事業環境は「順風」

●  非鉄金属（銅 /ニッケル）の需要は継続的に拡大。 
供給も増えるが、価格水準に耐えられない供給者は淘汰される（2030年以降にバランス）

●  TC/RCも需要を満たす供給（生産）が維持できる水準までは戻る（2030年以降）
●  カーボンニュートラル、xEV化、水素社会、AI化などの流れは確実視。材料事業製品の活躍の場が増加する

●  電池材料事業の再建
●  逆風下での製錬事業運営（ニッケル、銅）
●  事業ポートフォリオ管理（ROCE経営の実践）
●  次の成長への準備

●  「ものづくり」へのこだわり
●  資本コストや株価を意識した経営
●  株主還元の強化・充実
●  コーポレートガバナンス

●  サステナビリティマネジメント 
（重要課題と2030年のありたい姿、KPI）
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トップメッセージ

「ものづくり力」の強化

一貫して重視してきた「ものづくり力」を 
製造現場だけでなく、 
事業活動全体で磨き上げる

　当社グループでは、SMMグループ経営ビジョンにも掲げ
るように、一貫して「ものづくり企業」であることを重視してき
ました。私自身、製造現場が長かったこともあって「ものづくり」
へのこだわりが強く、社長に就任してからも、競争力の源泉
として「ものづくり力」を強化していくと訴え続けてきました。
　私の考える「ものづくり力」とは、言い換えると「稼ぐ力」
のことであり、中計27では、その強化によって収益力を高め
ていく考えです。ここで大切なのは、「ものづくり力」とは、
決して製造部門だけで発揮されるものではないということ。
研究開発部門やマーケティング部門、人事や経理といった
管理間接部門、さらには経営層も含め、あらゆる部門の活
動が「ものづくり」であり、事業活動全体で「ものづくり力（稼
ぐ力）」を磨き上げることが、競争力の強化につながります。
従業員一人ひとりが、それぞれの持ち場で改善意識を持っ

て、創意工夫によって生産性を高めていく。その積み重ね
が当社グループの持続的成長を支えていくと考えています。

人的資本経営

先端デジタル技術と菱刈鉱山を活かして 
培った知見やノウハウを次代に受け継ぐ

　「ものづくり力」を高めていくうえで、私が最も重視する
のが「人的資本」で、重要課題の1つにも「人的資本経営」
を掲げています。
　当社グループが求めるのは、従来の枠にとらわれない発
想や、突拍子もないことを考えられる、ある意味“尖った”人
材です。キャリア採用やキャリアチャレンジ制度を活用し、異
なる分野から多様なバックグラウンドを持つ人材を積極的
に受け入れることで、これまでの当社グループになかった発
想を生み出し、新たなシステムや技術の創造につなげていき
たいと考えています。一方で、大きな課題ととらえているのが
「伝承」です。当社グループは、永きにわたる歴史を通じて、
安全管理・環境管理・品質管理・操業管理などものづくりに

関する様々なノウハウを培ってきました。しかしながら、同じ
ような災害が繰り返し起きているのが現状です。この要因
の1つとして、積み上げてきた知見やノウハウが個々の従業
員にとどまってしまい、世代を超えた伝承が進んでいないこ
とが挙げられます。つまり、人材の育成が進んでいないとい
うことと同じ意味であり、強い危機感を持っています。
　この問題を解決するために、OJTなど実際に経験を積ん
でもらう機会づくりだけでなく、DXやAIなどデジタルを活
用して、効率的なノウハウの可視化・共有も推進していき
ます。そこで大きな意味を持つのが菱刈鉱山の存在です。
1985年に操業を開始した菱刈鉱山は、世界的にも高い金
含有率を誇る、日本最大の金鉱山ですが、当社グループに
とって単なる収益源にとどまらず、多面的な価値をもたら
す重要な存在です。鉱山の開発から運営まで一連の実践
を通じて鉱山技術者を育てる場であると同時に、重機の自
動化や遠隔操作などDXの先端技術を積極的に導入し、ア
ンダーグラウンド鉱山の厳しい作業環境下で安全性と効
率性の向上を進めている現場です。こうした場を持つことが、
海外非鉄メジャーからの評価にもつながっています。

「ものづくり力」の強化が、どう競争優位性につながるのか？

「ものづくり力」は競争力の源泉であり、持続的な成長を支える根幹

Q.3
A.3
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資本効率の現状と見通し

ROCE経営の徹底により 
資本効率の向上を図りつつ、 
これまでの施策による収益の刈り取りに注力

　当社グループでは、ステークホルダーから求められる「資
本コストや株価を意識した経営」の実践が、経営基盤を維
持・強化するための重要な要素と認識しています。
　これまでも、連結自己資本比率50％超を目安に健全な
財務体質を維持しつつ、ROCE（使用資本利益率）を重視し
た経営を推進することで、資本効率の向上を図ってきまし
た。中計27もこうした財務戦略やROCE経営を徹底してい
きますが、厳しい事業環境が見込まれる中、計画最終年度
のROCEは足元のWACC（加重平均資本コスト）6～7％に
は届かない見通しです。
　残念ながらPBR（株価純資産倍率）が1.0倍割れの状態
が続いているのは、こうした現状に対する懸念に加え、21

中計であれだけの戦略投資を行い、大型プロジェクトを進
めてきたなかで、刈り取りが遅れていることに対する市場

からの率直な評価だと重く受け止めています。中計27では

この反省を活かし、我々が一歩踏み込んでJVパートナーと

進めているプロジェクトをきちんと計画通りに立ち上げる
ことや、これまで述べてきた戦略・施策の一つひとつを着
実に遂行して成果の見える化を図ることで、企業価値をあ
げていきたいと考えています。特に、市況変動の影響が比
較的少ない材料事業での利益を拡大することが、ボラティ
リティ対策としても有効だと考えています。

キャピタルアロケーション 

環境変化に応じて 
適切な資本配分を実施するとともに、 
ステークホルダーにしっかりと発信していく

　資本を効率的に活用してリターンを増やし、株主価値を
最大化するためにはキャピタルアロケーションが重要であり、
社内外の環境変化を見据えて、常に見直す必要があります。
　中計27期間は、21中計期間とは異なり、高水準が続いて
きた成長投資が一旦ピークを迎えることから、株主還元の

強化を図ります。これまではDOE（株主資本配当率）1.5％
を下限としていましたが、2.5％まで引き上げるとともに、機
動的な自己株式の取得も検討します。
　こういった株主還元の原資には、政策保有株式の縮減
によるキャッシュインなどを充当したいと考えています。こ
れまでも必要に応じて柔軟に縮減に向けた対応をしてき
ましたが、中計27では、資本効率追求の一環として、明確
な方針のもとで計画的に縮減を進め、2028年度以降に連
結純資産比率10％以下を目標に売却を進めていきます。
　こうしたキャピタルアロケーションの方針・戦略をしっか
りと開示し、ステークホルダーとの対話の起点にしたいと
考えています。あわせて、「シン・3事業連携のビジネスモデル」
の独自性や強みについても、しっかりと説明していくことが、
当社グループの将来性に対する理解を促し、ステークホル
ダーからの評価向上につながっていくはずです。

ステークホルダーからの評価をどのように高めていくのか？

資本効率の向上に努めるとともに、ステークホルダーとのコミュニケーションを強化

Q.4
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トップメッセージ

中計27の3年間に向けた抱負

コミュニケーション強化を牽引しながら、 
自由闊達な企業風土を育むことで、 
時代の変化にタイムリーに対応していく

　2024年6月の社長就任から1年が過ぎました。振り返っ
てみれば目まぐるしい1年でしたが、株主・投資家をはじめ
とするステークホルダーの皆様との対話の機会に恵まれ
たことで、当社グループがいかにステークホルダーの皆様
に支えられているかを実感できました。誌面を借りて、改め
て感謝を申し上げたいと思います。
　とはいえ、コミュニケーションが十分だったかといえば、
最低限にとどまったという印象であり、今後はより積極的
に取り組んでいく所存です。
　厳しい事業環境が続く中計27の3年間は、長期ビジョン
「世界の非鉄リーダー」の実現にむけた正念場ととらえて
います。中計の方針に定めたように、収益力の強化と将来
への種蒔きを両立していくためには、私だけでなく、従業
員一人ひとりが社内外で対話の機会を増やすとともに、そ

こから時代の潮流や有益な情報をつかむ「感性」を磨くこ
とが求められます。大事なことは、潮流が起こる前に気配
を察知して準備し、風向きが変わる瞬間を逃さないことで
す。情報があふれる時代だからこそ、何が大切な情報かを
見極める力、つまり感性を磨くことが、会社の成長や新し
い価値を生み出すためには必要です。そして、得られた気
付きや情報は自分一人にとどめず、組織全体で共有し、会
社の知恵として活かしていくことです。そのために、自由闊
達で、失敗を恐れずに挑戦できる組織風土の醸成に取り
組んでまいります。
　自由闊達な組織風土のもと、得られた情報を取捨選択し、
スピーディーに意思決定を行える組織をつくることが、こ
の3年間における私の目標です。そうした組織力と、磨き上
げた「ものづくり力」が融合することで、当社グループのさ
らなる成長を実現できると考えていますので、今後も引き
続きのご支援、ご助言を賜りますよう、お願い申し上げます。

ステークホルダーへのメッセージをお願いします

ステークホルダーの皆様の期待に応えられるよう、持続的な成長を目指します

Q.5
A.5
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サステナビリティ推進体制

住友金属鉱山グループサステナビリティ方針

住友金属鉱山グループは、社会の持続的発展に貢献する経営課題に取り組み、

事業の持続的な成長と企業価値の向上を図ります。

　当社グループは、従来から住友の事業精神に基づき、一貫して事業を通じた社会課題の解決に取
り組んできました。2008年には「2020年のありたい姿」を策定し、現体制の前身となるCSR委員会を
設けて、将来のありたい姿の実現に必要な重要課題を特定し、KPIを定めて目標に向けた取り組み
を行ってきました。2020年には「2030年のありたい姿」を策定し、2022年には経営とサステナビリティ
をより整合性を持って進めることを目指し、これまでのCSR推進体制からサステナビリティ推進体制
へと再編しました。2025年3月には「2030年のありたい姿」の重要課題を見直すとともに、サステナ
ビリティ部会の改組、サプライチェーンマネジメント分科会の新設など、体制を変更しました。

サステナビリティ推進に関する組織図

意思決定・監督

業務執行

取締役会

社長

サステナビリティ委員会

サステナビリティ部会 マネジメントシステム分科会 企業価値向上戦略会議 DX推進委員会 カーボンニュートラル推進委員会

リスクマネジメント分科会 非鉄リーダー実現部会

コンプライアンス分科会 全社人材部会

品質分科会 式年改革部会

「責任ある鉱物調達」分科会

サプライチェーンマネジメント分科会

サーキュラーエコノミー部会

地球環境保全部会

人的資本部会

地域社会共存共栄部会
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サステナビリティ推進体制

サステナビリティ委員会

委員長 社長

副委員長 サステナビリティ担当役員（経営企画部所管執行役員）

委員※ 

事業本部長、事業室長、技術本部長、技術本部技術企画部長、工務本部長、

工務本部生産技術部長、本社部室長
※ 会長、社外取締役および監査役はオブザーバーとして出席

事務局 サステナビリティ推進部・経営企画部

開催回数 2024年度10回（うち臨時4回）

審議内容

● サステナビリティ方針、重要課題（マテリアリティ）の改廃案の審議 

● サステナビリティ推進活動のロードマップおよびKPIに関する審議・決定 

● サステナビリティ推進活動に関する定期的な評価および是正措置の発動 

● サステナビリティ推進活動に関する情報提供、情報交換、重要な施策の説明、認識の共有化 

● その他サステナビリティ推進活動に関する重要事項の審議

2024年度の
主な議題

●  住友金属鉱山グループ尾鉱ダム管理方針策定に関する審議

●  重要課題と「2030年のありたい姿」改正、改正後の推進体制に関する審議

● 住友金属鉱山グループ自然に関する方針策定に関する審議

取締役会

取締役会が
担う機能

●  サステナビリティ活動に関する事項（住友金属鉱山グループサステナビリティ方針、 
サステナビリティ重要課題およびありたい姿、サステナビリティ推進体制の構築および 
重要な部分の変更等）に関する決議を行う

● 定期的なサステナビリティ委員会での決定事項および重要な検討事項の報告を受ける

サステナビリティ部会
　各部会にて重要課題ごとに2030年までのロードマップを描き、KPIの進捗を管理しています。

部会名 部会長 副部会長 重要課題

サーキュラーエコノミー部会 技術本部長 金属事業本部長
非鉄金属の安定供給とサーキュラー
エコノミーへの貢献

地球環境保全部会 安全環境部長 ― 地球環境保全

人的資本部会 人事部長
安全環境部長
広報 IR部長

人的資本経営

地域社会共存共栄部会 総務部長 ― 地域社会との共存共栄

企業価値向上戦略会議／DX推進委員会／カーボンニュートラル推進委員会

会議・委員会名 議長、委員長 副議長、副委員長 目的

企業価値向上戦略会議
経営企画部
所管執行役員  経営企画部長

当社グループ事業の持続的成長を実現
し企業価値を向上させるため

DX推進委員会
技術本部
所管執行役員 DX推進部長

当社グループが目指すべきDXの将来像
を明確にして、DXの全社的な推進による
経営への寄与を最大化するため

カーボンニュートラル

推進委員会
技術本部 
所管執行役員

安全環境部
所管執行役員

当社グループが目指すべきカーボンニュー
トラル実現に向けた方針、道筋を明確に
して、迅速かつ強力に推進するため

マネジメントシステム分科会
　当社グループの主要なマネジメントシステムを組織横断的に推進し、経営基盤を強化する役割として各分科会を設置
し、活動計画の進捗を確認しています。

分科会名 分科会長 副分科会長 重要課題・テーマ

リスクマネジメント分科会 経営企画部所管執行役員 安全環境部所管執行役員 リスクマネジメント

コンプライアンス分科会 法務部所管執行役員 法務部長 コンプライアンス

品質分科会 品質保証部長 ― 品質保証

「責任ある鉱物調達」分科会 金属事業本部長 サステナビリティ推進部長
サプライチェーンマネジメントサプライチェーンマネジメント

分科会
電池材料事業本部長 サステナビリティ推進部長
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重要課題と「2030年のありたい姿」策定と改正

　2020年3月に策定した重要課題について、SDGsやESGに関わる世界的な課題の変化および企業への要請の高
度化・複雑化に対応するため改正を行い、重要課題を11から6つに集約しました。
　また、「2030年のありたい姿」実現に向けた取り組みの進捗を図るために、より定量的で測定可能なKPIを設定
しました。
　KPIの設定については、社外有識者からの意見である「ネガティブを抑制する側面だけでなく、企業価値を高める
ポジティブな内容を取り入れた方が良い」「重要課題とKPIのつながりを明確にした方が良い」などの意見を踏まえ、
サステナビリティ部会、カーボンニュートラル推進委員会で議論を重ねたうえで、サステナビリティ委員会での承認、
取締役会決議を経て実施しました。

改正のプロセスと考え方

　重要課題についてはサステナビリティ課題だけではなく、経営課題としての観点も含め抽出、評価、選定しました。
各重要課題に関する「2030年のありたい姿」の策定にあたっては、今後の社会的要請の変化も予測しながら、経営
目標である長期ビジョンの「世界の非鉄リーダー」からバックキャスティングを行い、長期ビジョンを実現するため
の2030年時点のマイルストーンとして設定しました。

策定の考え方

評価にあたっては、89の課題を
3つの視点と社会的側面、事業側面の2軸で5段階評価
●社会に与えるインパクトの程度
●積極的に取り組まないことで増大するリスク
●積極的に取り組むことで得られる機会

外部環境変化への対応
●技術の進歩、社会生活や社会環境の変化
●地球温暖化、地政学リスクの高まり

各重要課題と当社の企業価値向上の関係性を明確化

11から6へ重要課題を集約
重要課題ごとに「2030年のありたい姿」を策定

重要課題と「2030年のありたい姿」の改正

●より定量的で測定可能なKPIの設定・変更
●「2030年のありたい姿」を実現するうえで 
　効果的なKPIに集約

31から25のKPIに変更

KPIの改正

　2020年3月に策定した重要課題と「2030年のありたい姿」を、世界的な課題の変化および
企業への要請の高度化・複雑化に対応するため2025年3月に改正しました。

　2018年4月より、ICMM（国際金属・鉱業評議会）やGRIスタンダードなどの国際的なガイド
ラインや、OECDなどが予想する2030年の状況などを整理し、89の「サステナビリティ課題」を
抽出したうえで、各課題と関係の深いSDGsのターゲットとの紐付けを行いました。

「サステナビリティ課題」の抽出

Step 1

Step 2

Step 3

Step 4

　2018年10月より、抽出された89の課題について、「社会に与えるインパクトの程度」「積極的
に取り組まないことで増大するリスク」「積極的に取り組むことで得られる機会」の3つの視点
に基づき社会的側面、事業側面の2軸にて評価を実施、両側面に共通して重要度が高い11の

課題を重要課題案として特定しました。この評価、特定はサステナビリティ部会、事業部門、当
社グループ若手従業員、サステナビリティに関する社外有識者による議論を経て行われました。

「サステナビリティ課題」重要性評価による重要課題の特定

　2019年4月より、サステナビリティ各部会にて11の重要課題に対応する「ありたい姿」および
具体的な「KPI」の検討を開始しました。2019年7月にはサステナビリティ各部会の検討をもと
にした役員討議、さらにはサステナビリティ委員会にて最終的な検討を実施しました。

「ありたい姿」「KPI」の検討

　2019年12月開催のサステナビリティ委員会にて「2030年のありたい姿」「KPI」を承認、その
後取締役会決議を経て、2020年3月の策定・公表に至りました。

「2030年のありたい姿」策定・公表

社会、事業にとって
ともに重要な

11の重要課題を特定

策定プロセス
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改正後の重要課題と推進組織

　2025年3月に改正した重要課題を推進する組織として、サステナビリティ委員会の下部組
織であるサステナビリティ部会の下にサーキュラーエコノミー部会、地球環境保全部会、人的
資本部会、地域社会共存共栄部会を再編し、マネジメントシステム分科会の下にサプライチェー
ンマネジメント分科会を新設しました。 P.33

11の重要課題 6の重要課題（2025年3月～） サステナビリティ委員会の下部組織

※1 サステナビリティ部会　※2 マネジメントシステム分科会

非鉄金属の安定供給と
サーキュラーエコノミーへの貢献

カーボンニュートラル社会への貢献

地球環境保全

人的資本経営

地域社会との共存共栄

サプライチェーンマネジメント
「責任ある鉱物調達」分科会※2

サプライチェーンマネジメント分科会※2

カーボンニュートラル推進委員会

サーキュラーエコノミー部会※1

地球環境保全部会※1

人的資本部会※1

地域社会共存共栄部会※1

非鉄金属資源の有効活用

気候変動

重大環境事故

生物多様性

従業員の安全・衛生

多様な人材

人材の育成と活躍

ステークホルダーとの対話

地域社会との共存共栄

先住民の権利

 サプライチェーンにおける人権
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重要課題とその背景

重要課題 重要課題選出の背景 2030年のありたい姿 戦略

非鉄金属の安定供給と
サーキュラーエコノミー

への貢献

社会の発展に欠かせない非鉄金属をはじめとする資源は有限であり、
枯渇することが予想されています。また、資源の大量消費と廃棄を前
提とした経済活動は地球環境へ多大な負荷をかけています。このた
め社会全体でのサーキュラーエコノミーへの転換が求められています。

高い技術力で非鉄金属資源を
安定的に供給し、

サーキュラーエコノミーの
構築と維持に貢献する企業

当社グループは、生活に欠かせない銅・ニッケルを安定的に供給するため、
鉱山権益の獲得や製錬技術の向上に取り組みます。また、サーキュラー
エコノミーへの転換に向け特に資源利用に伴う環境影響の低減のため、
リサイクル技術の活用に取り組みます。

カーボンニュートラル
社会への貢献

カーボンニュートラル社会の実現に向けて社会全体での取り組みが
必要であり、脱炭素社会に向けた関連リスクの緩和ならびに機会の
利用が求められています。

カーボンニュートラル実現に
向けて、温室効果ガス（GHG）
排出量削減とともに

低炭素貢献技術の開発に
積極的に取り組む企業

当社グループは、2023年にカーボンニュートラルに向けたロードマップ
を見直し公表しています。気候変動の緩和策であるGHG排出量の削
減に向け、省エネルギー化や再生可能エネルギー由来の電力利用の拡
大、革新的製錬プロセスのための技術開発に取り組みます。また、社会
全体のGHG排出削減に貢献する製品（低炭素貢献製品）・技術の開発
による事業機会の創出、競争力強化に取り組みます。

地球環境保全
生物の絶滅速度が急激に上昇するなど、経済活動によって自然資本・
生物多様性が損失しています。自然の損失を抑え、回復させ、地球全
体で豊かにすることを目指すことが求められています。

ネイチャーポジティブな
未来へ貢献する企業

当社グループは、資源開発・製錬などの事業活動が自然に依存すること
を認識したうえで、自然関連リスクと機会の特定・対応を進めます。こ
れにより、事業活動が自然に与えるマイナスインパクトを回避・最小化し
ます。特に、尾鉱ダムや鉱山開発に関する事故など自然の損失に繋がる
重大環境事故を未然に防止することに取り組みます。

人的資本経営

人材を資本としてとらえ、その価値を最大限に引き出し、中長期的な
企業価値の向上を目指す人的資本経営が求められています。組織
全体の生産性向上や付加価値の創造につながるよう人的資本の価
値を最大化することが重要です。

多様な人材が集い、
成長し活躍できる企業

当社グループは、自由闊達な風土のもと安全で安心な職場環境を提供
します。また従業員の自律的な成長を促すことで一人ひとりが活き活き
とその能力を発揮して活躍する企業の実現に向け取り組みます。

地域社会との共存共栄
企業だけが発展するのではなく、地域コミュニティとともに発展する
ことが重要です。また、特に資源開発の影響を受ける先住民の権利
を尊重することが求められています。

信頼され続ける
パートナーとして、

地域とともに成長する企業

当社グループは、資源開発・製錬の経験から事業地域のコミュニティへ
のマイナスインパクトを回避・最小化し、持続的に発展することへ貢献す
ることが重要だと認識しています。そのためすべての事業地域において
先住民を含む地域コミュニティとの対話を進め、地域の課題を把握し、
その解決に貢献することに取り組みます。

サプライチェーン
マネジメント

企業グループ内の活動だけでなくサプライチェーンの上流および下
流における社会への影響を把握し、そのリスクおよび機会に対応す
ることが求められています。

持続可能な
サプライチェーンを
構築している企業

当社グループは、製造拠点における責任ある調達および生産に関する国際
認証の取得に取り組み、サプライチェーンにおける人権侵害や環境汚染、
腐敗等を回避・是正することに取り組みます。また国際規範に則った苦情
処理システム（グリーバンスメカニズム）を通じ、ステークホルダーの救済に
取り組みます。
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重要課題とKPI

非鉄金属の安定供給とサーキュラーエコノミーへの貢献

KPI 対象範囲 目標（2030年度） 2024年度実績

ニッケル生産量※1 住友金属鉱山グループ 10万トン/年（ニッケル量） 9.4万トン/年（ニッケル量）

銅権益生産量
住友金属鉱山グループが
権益を保有する銅鉱山

30万トン/年（銅量） 23.2万トン/年（銅量）

リチウムイオン電池リサイクル処理量 住友金属鉱山グループ 1万トン/年※2 0トン　電池リサイクルプラントの建設中（2026年中頃完成予定）

銅リサイクル処理量 住友金属鉱山グループ 14万トン/年（銅量）※3 10.4万トン/年（銅量）

製鋼煙灰リサイクル処理量 住友金属鉱山 国内グループ 12万トン/年 8.0万トン/年

※1 電気ニッケル・硫酸ニッケル・フェロニッケル・塩化ニッケルの生産量、車載用二次電池正極材料に含まれるニッケル（ただし、当社供給分除く。リサイクル由来のニッケルは含む）
※2 リチウムイオン電池換算
※3 電気銅 46万トン/ 年に対してリサイクル率 30％

カーボンニュートラル社会への貢献

※1 社会のカーボンニュートラル実現に貢献し、さらに当社グループの製品戦略と整合した製品（例：車載用二次電池正極材料、近赤外線吸収材料）    
※2 2030年時点の削減貢献量（ストックベース法で算出）。ストックベース法とは、評価年の稼働製品の全量（ストック累積分）について、評価年に稼働するCO2排出量を算定し、これに相当する比較製品のCO2排出量から差し引いて削減貢献量を評価する方法

KPI 対象範囲 目標（2030年度） 2024年度実績

GHG排出量 住友金属鉱山グループ
《スコープ1､2》2015年度比38％削減
（内訳：国内50％、海外24％） 
《スコープ3》現状の把握と目標設定：2025年度末

《スコープ1､2》2015年度比27％削減
（GHG排出量：2,356kt-CO2e）
《スコープ3》カテゴリ1の主要サプライヤーへのアンケート実施

低炭素製錬技術の開発 住友金属鉱山グループ
①ニッケル酸化鉱の水素還元製錬技術の開発
②リチウム直接回収技術の開発

①還元挙動の理解を深めるラボスケール試験を計画通り実施
②吸着剤の品質改善に取り組み耐久性を向上

低炭素貢献製品※1供給によるGHG削減貢献量 住友金属鉱山グループ 110万 t-CO2※2 100万 t-CO2

低炭素貢献製品の開発と供給 住友金属鉱山グループ
①水素製造触媒材料の開発
②全固体電池用正極材の開発

①計画通りに開発に着手
②おおむね計画通りに開発が進捗

｜2030年のありたい姿｜  高い技術力で非鉄金属資源を安定的に供給し、サーキュラーエコノミーの構築と維持に貢献する企業

｜2030年のありたい姿｜  カーボンニュートラル実現に向けて、温室効果ガス（GHG）排出量削減とともに低炭素貢献技術の開発に積極的に取り組む企業

2024年度実績値は第100期有価証券報告書開示以降にデータを更新したため、一部記載が異なる

P.98

P.100
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重要課題とKPI

地球環境保全

KPI 対象範囲 目標（2030年度） 2024年度実績

自然関連リスクと機会の特定・対応・開示 住友金属鉱山グループ
2026年度末：当社グループ事業の優先地域への対応
2030年度末：重要なバリューチェーンへの対応

自然関連情報の整理
「住友金属鉱山グループ自然に関する方針」策定

重大環境事故防止 住友金属鉱山グループ
①重大環境事故件数 0件
②尾鉱ダム管理国際産業規格への適合状態の維持

①重大環境事故 0件
②尾鉱ダム管理国際産業規格への適合を確認

人的資本経営

※1 エンゲージメントとは、一般的に「会社と従業員の相互理解・相思相愛度合い」（会社への愛着や、仕事への情熱の度合い）を指す
　　当社グループでは、エンゲージメントが高い状態を「会社・組織と従業員の間において、相互の理解ができており、会社・組織は従業員を大切にする、従業員は会社・組織の発展と活性化に力を注ぐという状態になっていること」と定義している
※2 休業50日以上の災害
※3 労働安全衛生法による第二・第三管理区分の作業場
※4 育児・介護休業法による育児休業および育児目的休暇の取得率。当社の育児目的休暇は有給で最大9日間利用可能（配偶者出産に伴う入院時・出産時の付き添いに加えて、退院日から連続7日間または里帰り出産から自宅に戻った日から連続7日間）

KPI 対象範囲 目標目標（2030年度） 2024年度実績

エンゲージメント※1スコア
住友金属鉱山グループ 

調査対象国内関係会社
スコア（偏差値）：55 スコア（偏差値）：47.7

重篤災害件数※2 安全統計対象事業場（協力会社含む） 0件 3件

健康リスクのある作業場数※3 安全統計対象事業場（国内のみ） 0作業場 2作業場（内訳　第三管理区分 :0　第二管理区分 :2）

健康経営度調査 住友金属鉱山（株） 偏差値62 偏差値57.8

自己啓発制度活用率 住友金属鉱山（株） 60% 25.8%

女性管理職比率・人数 住友金属鉱山グループ 連結18％、単体7％（50人） 連結11.5％、単体3.3%（28人）

男性育児休業取得率※4 住友金属鉱山（株） 100% 100%

｜2030年のありたい姿｜  ネイチャーポジティブな未来へ貢献する企業

｜2030年のありたい姿｜  多様な人材が集い、成長し活躍できる企業

P.103

P.88
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重要課題とKPI

サプライチェーンマネジメント

※1 責任ある鉱物調達・生産に関する国際認証（例：JDDS、Copper Mark Criteriaなど）
※2 国際認証取得済みの鉱山・製錬所等
※3 ISO20400「持続可能な調達に関するガイダンス（Sustainable Procurement Guidance）」等に従い、気候変動対策、環境保全、人権 （労働安全衛生を含む）、労働慣行、地域コミュニティの発展、企業統治、倫理、腐敗防止等の領域を対象とする
※4 モノ・サービスの調達、物流・工事発注等の契約等を含む（鉱物調達は除く）

KPI 対象範囲 目標（2030年度） 2024年度実績

国際認証※1に適合した当社グループ製錬所の割合 住友金属鉱山グループ 100% 57％

責任ある鉱物調達における
デュー・ディリジェンスによる適切な調達先※2の割合

住友金属鉱山グループ 100% デュー・ディリジェンス実施体制の検討・整備

サプライチェーン全体における
ESGデュー・ディリジェンス※3の実施

住友金属鉱山グループ
調達※4におけるデュー・ディリジェンス実施・結果開示
（2026年度末）

デュー・ディリジェンス実施体制の検討・整備

地域社会との共存共栄

KPI 対象範囲 目標（2030年度） 2024年度実績

地域住民・先住民との対話 住友金属鉱山グループ 地域の課題解決につながる継続的な対話を実施 地域住民・先住民との対話　152件

社外ステークホルダーからの相談対応
（グリーバンスメカニズム）

住友金属鉱山グループ 適切な運用 苦情5件（すべて適切な対応を実施済み）

地域の社会活動基盤の強化 住友金属鉱山グループ 地域貢献プログラムの協働企画と参画
拠出金額 :42百万円
総受益者数 :1,597人

地域の次世代育成への貢献 住友金属鉱山グループ 奨学金ほか支援プログラムを実施
拠出金額 :291百万円
総受益者数 :5,908人

｜2030年のありたい姿｜  信頼され続けるパートナーとして、地域とともに成長する企業

｜2030年のありたい姿｜  持続可能なサプライチェーンを構築している企業

P.106

P.108
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